
別　紙　１

ご意見の概要 国土交通省の考え方

1 道路改良は年々進んでおり、基本は通行しやすい状態になる。

2
事業者の申請にかかる負担を低減でき、一層の法令遵守につなが
る。

3 事務処理の軽減になる。申請料も半分になる。

4 申請者の手続的負担を軽減する。

5 ６ヶ月の期間の場合、更新忘れが発生するおそれがある。

6
現状、１年間の期間を取得しているのは、長い期間、反復的な輸送
をしている経路である。

7 改正案に賛成する。

8 ５月より実施してほしい。

9 運送事業者の負担を大きく軽減する。

10 基本的に賛成する。

11
本許可制度の円滑かつ効率的な施行にたいへん意義深い措置で
ある。

12 申請している経路はその都度変わるものではない。

13
事業者は従来以上にコンプライアンス経営に努めており、許可期間
が延長になっても、安全性が損なわれることはない。

14 改正案に大賛成である。

15 運送事業者の負担を人的にも費用的にも大幅に軽減する。

16 事業者の負担軽減は歓迎。

17
事業者の車両保有期間は長く、許可期間の延長が問題惹起するこ
とはない。

18 申請事務の省略化と経費削減が図られる。

19 費用を削減できる。

20 事業者にとって大きな負担軽減になる。

21
事業者の負担軽減による企業体力の強化、安全輸送・環境問題へ
の対応余力が生まれる。

22 賛成する。

23 申請者の負担軽減という点から基本的に賛成する。

24 事務負担とコストの大幅な軽減に繋がるものと期待したい。

25 少しでも申請等にかかる負担が軽減されるのは歓迎すべきこと。

26 不景気の中、運送事業者の負担が減らせる。

Ⅰ．改正案への賛成意見（２６件）

ご意見の概要と国土交通省の考え方

ご意見を踏まえ、意見募集の内容のとおり、特殊
車両通行許可の期間を最大２年間とするための
所要の規定の改正等を行うこととします。
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ご意見の概要と国土交通省の考え方

27
申請する側にとってはいいが、審査する側は異動により引継ぎがス
ムーズに行かない場合の弊害が大きいのではないか。そのために
事故等を引き起こす可能性があるのなら現状のままでいい。

今般の特殊車両通行許可の期間の延長は、事
業者の申請に係る負担を軽減することで、より一
層の法令遵守を図ろうとするものであることをご
理解頂きますようお願い致します。また、この許
可の期間の延長に併せて、事業者に対して、通
行前の道路状況確認などを呼びかけさせて頂く
とともに、道路管理者においても、窓口・ホーム
ページ等を通じて道路状況の変化について的確
な情報提供に努めるなど、延長後の許可の期間
に適合した運用に努めてまいります。

28

通行許可の期間を延長する事より、もっと先にやらなければならな
いことがあるのではないか。
たとえば、居住する場所の近くに港湾道路や堤防道路等がある。そ
の道路は新規格車が大変多くなっている。当該道路は重さ指定道
路や高さ指定道路ではないのに、ほとんどの通行する新規格車が
許可を取らずに日々走行しているのが現状。もっと通行許可を取得
した車が多くなってから、期間を長くした方が、順当だと考える。

今般の特殊車両通行許可の期間の延長は、事
業者の申請に係る負担を軽減することで、より一
層の法令遵守を図ろうとするものであることをご
理解頂きますようお願い致します。また、今後も
引き続き、特殊車両通行許可制度の周知や、違
反車両の指導取締りに努めてまいります。

Ⅱ．改正案への反対意見（２件）
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29 更なる期間延長に向け、引き続き検討をお願いする。

30 更に許可期間の延長を希望する。

31 今後も更なる期間延長をお願いする。

32 許可の期間は最大２年以上長い方が良い。

33
道路管理者、申請者お互いの負担を減らすためにも、許可の期間
は５年くらいに延長して欲しい。

34
許可を変更する機会が少なく、手続きを簡略化できると思われるた
め、許可年数を５年程度にして欲しい。

35

ＮＯＸ適合車や、フル積載対応シャーシの購入など、ルールが新しく
なるたびに運送会社はコストをかけている。一度通行許可を取得し
たら継続的に使用できるようにならないか、許可の期間は２年間より
も可能な限り長くして欲しい。

36
コンプライアンスを継続的に実現している事業者に対する、さらなる
期間の延長や申請手続きの簡素化等のインセンティブの付与につ
いて、今後ご検討頂きたい。

37
事業規模（車両数、人員数等）や事故履歴等を含めた評価基準に基
づき、許可の延長期間を判定すべき。

38 優良な事業者について、一層の期間延長をしていただきたい。

今般の措置は、現状においても、災害等による
長期の道路の通行止めや幅員の減少、橋梁の
耐荷力低下などといった通行条件が厳しくなる箇
所の発生など道路の状況変化が毎年相当程度
あること等を踏まえつつも、事業者の申請に係る
負担を軽減することで、より一層の法令遵守を図
る観点から、許可の期間を最大２年間に延長しよ
うとするものであることをご理解頂きますようお願
い致します。

Ⅲ．特殊車両通行許可制度に関する意見（６０件）

１．許可の期間に関する意見（１０件）

特殊車両通行許可制度は、あくまで道路と車両
の物理的な関係において通行の可否を審査する
趣旨であり、この制度の趣旨や現在の運用実態
等を考慮すれば、現在のところコンプライアンス
に優れた者であるかどうか等を基準として審査す
ることはなかなか難しいと考えられることをご理
解頂きますようお願い致します。
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39
申請してから許可が下りるまでの日数を１日でも早くして頂きたい。
荷主側のコンプライアンス遵守での輸送依頼が多くなり、申請件数
が増え、１年前、２年前と比べて許可が下りるまで遅くなっている。

40 標準処理期間（申請～許可まで２，３週間）を短縮すべき。

41
未収録道路の審査期間があまりに遅く、運送事業者の運送計画の
目途が立たない。

42 許可事務の短縮をお願いする。

43
申請を出しても、許可が出るのが遅く、工事や依頼に間に合わな
い。特に、橋、市町村道などで協議が入った場合が問題である。市
町村の対応について一層のご指導をお願いしたい。

44
新規申請に時間（日数）がかかるため、申請書の受付印による仮許
可証制度をお願いする。

ご要望の仮許可制度は、申請に基づいて道路と
車両との物理的な関係において通行の可否を審
査するという当許可制度の趣旨に合致しないと
考えます。

２．道路管理者の審査期間に関する意見（６件）

審査期間については、これまでもその短縮に努
めてきたところですが、引き続き、道路情報便覧
への追加登録の拡充や、各国道事務所における
審査事務の一層の効率化、各道路管理者への
一層の協力の呼びかけなど、審査期間の短縮に
努めてまいります。
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45

許可の期間の延長の一方で、老朽化に伴う大規模補修による高さ
制限や狭小幅員が発生するのも事実である。道路管理者はウェブ
サイトに通行障害となる工事情報を掲載する。許可条件書には、
「通行前にウェブサイトを確認すること、未収録路線については、通
行前に道路管理者へ電話等で確認を取ること。」を明記する必要が
ある。

ご指摘を踏まえ、許可の期間の延長に併せて、
申請者に対して、通行前の道路状況確認などを
呼びかけさせて頂くとともに、道路管理者におい
ても、窓口・ホームページ等を通じて道路状況の
変化について的確な情報提供に努めるなど、延
長後の許可の期間に適合した運用に努めてまい
ります。

46
事業者の要望は「誘導車条件の緩和」。幅、長さによるＣ条件の場
合は、積荷の状況やこれまでの実績により緩和してもいいのではな
いか。

47
誘導車配置条件について、事業者からみて誘導車を配置するほど
の運賃を収受していないというのが事実とすれば、誘導車配置条件
は削除できないものか。

48
Ｃ条件に付される前後誘導車は、他に代替する表示（車両に警告表
示板等を貼付する）等の実施を前提に廃止願いたい。

49 通行条件の緩和をお願いしたい。

50

Ｃ条件の場合、先導車をつけて走行する事業者は皆無と言っていい
ほどであり、先導車をつけて走行しなければならない場合の条件
を、事業者の現状を十分精査した上、実行できるようなルールにす
べき。

51
多くのセミトレーラや海上コンテナ車両などは申請全経路に前後誘
導車が必要な条件（Ｃ条件）が付されており、ほとんど守られていな
いのが現状と思われる。誘導車の条件緩和をしてほしい。

52
一部（特に出発地・目的地付近）のみでＣ・Ｄ条件が出た場合にも、
全線でＣ・Ｄ条件が付されてしまう。当該区間のみに条件を付すよう
にして欲しい。

53 誘導車の定義づけがない。統一して欲しい。

54

実車で申請すると往復とも２１：００～６：００の通行時間の条件が付
されるが、空車の場合（荷下ろし後）、重量、各寸法に問題がなけれ
ば、「空車の場合は、０：００～２４：００でも通行可」という文言を付し
て欲しい。

55
幅３ｍ超のセミトレーラに関しては、空車でも寸法Ｃ条件のため夜間
条件が付されることが多いが、空車時は時間帯の条件緩和をして欲
しい。

貨物が積載されていなくても、車両の寸法に変化
が無い状態であれば、寸法に係る通行条件を変
更することはできません。

特殊車両通行許可制度については、道路法第４
７条の２第１項に基づき、道路の構造を保全し又
は交通の危険を防止するため必要な条件を付し
て許可することとしているところです。
それぞれのご指摘については、今後の参考とさ
せて頂きます。

３．通行条件に関する意見（１１件）
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56
許可を申請した者が損をしている状況。違反者を野放しではなく指
導をきちんと行うべき。規則等で今一度指導する必要がある。

57 取締りの道路や期間を決めてやれないものか。

58
正直者が馬鹿を見るという状況をなくすために、無許可運行の場合
は、１回でも運行停止処分にする、経路違反の場合は、３回の注意
や警告でも運行停止処分にすることを提案する。

59 無許可通行を厳しく取り締まるべき。

60
事業者の中には法令遵守の意識が乏しく無許可のまま通行してい
る車両が依然として多いため、許可を取得せずに通行している車
両・事業者等への指導強化等を図られたい。

特殊車両通行許可制度に違反して通行している
車両に対しては、これまでも指導取締基地におけ
る指導取締りを定期的に実施してきたところで
す。また、平成２０年１０月１日からは、これに加
えて、車両重量自動計測装置を活用するなど指
導取締りの強化を推進しているところであり、今
後とも、引き続き、特殊車両の通行に関する指導
取締りの強化を推進し、道路構造の保全と交通
の危険防止を図ってまいります。

４．違反車両に対する指導取締りに関する意見（５件）
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61

使用車種の組み合わせにより、同一経路で複数の許可が必要で
あったり、車両の増車、代替、新規経路追加の都度、全体の更新手
数料が必要であったり、通行許可を受けていても規制により通行不
可となり、迂回ルートの許可が必要であるなど手続きが煩雑。制度
の廃止や手続きの簡素化を要望する。

道路と車両との物理的な関係において通行の可
否を審査するという当許可制度の趣旨からは、
車両の増車、代替、新規経路の追加及び通行不
能の場合の迂回ルートについてその都度申請し
ていただくことはやむを得ないものと考えます。
また、手数料については、窓口となった道路管理
者が、申請者に代わって他の道路管理者と協議
するために要する費用であり、ご理解頂きますよ
うお願い致します。

62 経路図の添付に手間がかかる。

63

中小零細の運送事業者は申請手続きに手間がかかり、代理人に委
託するケースも散見されることから、事業者自らが申請でき、通行許
可内容（通行条件等）を運送事業者が自分で把握できるよう、なるべ
く必要な書類を減らすなど、申請手続きの一層の簡素化をお願いす
る。

64
「特殊車両オンライン申請システム」の使用も考えているが、申請者
用インストールマニュアルを見て即座にできるようには思えない。申
請者向けの講習会を実施して欲しい。

65 通行経路の交差点番号まで書かせるのは負担である。

66

車両の営業所間での所属変更等により登録番号を変更する場合、
申請費用及び許可まで車両が使用できない等の負担が大きいた
め、新・旧車検証等で同一車両と確認できる場合、旧登録番号の許
可書をそのまま使用できるようにして欲しい。

67
許可書に台車を追加登録する場合、窓口申請の場合は申請手数料
がかからないが、オンライン申請では新規扱いになって手数料がか
かってしまう。窓口申請と同様にして欲しい。

68
許可申請提出書類の削減、簡便な申請方法の採用等をお願いした
い。

69

オンライン地図は全て同じ縮尺で作成されるため、九州から東北ま
での経路を印刷すると膨大な枚数になってしまう。かたや従来の手
書きの地図では、出発地・目的地付近のみ拡大図でそれ以外は全
国図なので3枚で済んでしまう。あくまで、経路表が許可証の一部で
あり、地図は参考に添付されていると思われるので、現在の作成方
法と従来の考え方での作成方法を選択できるようにしていただきた
い。

現在のオンライン申請システムにおいても、出発
地・目的地以外の地図の縮尺については、適宜
選択していただくことができます。

５．申請手続きに関する意見（１６件）

許可申請手続きにおいては、制度上あるいはオ
ンライン申請システム上の一定の制約はありま
すが、ご指摘を真摯に受け止め、申請者向けの
講習会の実施のような手続きの周知措置や、シ
ステムの逐次の改善など、申請手続きの合理化
や簡素化に努めてまいります。
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70

通行許可制度に対する具体的な問題やオンライン申請についての
問題等について国道事務所の窓口で問い合わせや質問をしても明
確な回答がなされないあるいは各国道事務所により扱いが異なると
いうことがある。

71

通行許可制度に対する具体的な問題やオンライン申請についての
問題等について国道事務所の窓口で問い合わせや質問をしても明
確な回答がなされない。あるいは各国道事務所により取り扱いが異
なることがある、審査基準を統一すべきである。国道事務所と県道
路課の取扱も異なるが同様に統一すべきである

72
出発地や目的地の追加や変更は新規申請でなく（窓口によっては
変更扱いのところもある）、変更申請として統一するべき。

73
連結されていないヘッドとトレーラの車両が受理され許可されている
など、窓口の取扱いが統一されていない。

74

許可の期間が２年に延長されることに伴い、年単位での申請件数が
大幅に増減することが予想される。申請の多い時期に行政側の審
査処理が遅延することも予想され、審査等の処理をアウトソーシン
グすることを検討するべき。

審査事務については、これまでも、審査期間の短
縮等のため、一部作業の外注化を行っていると
ころですが、申請者にご迷惑がかからないよう、
今後とも審査体制の充実に努めてまいります。

75
新規格車が重さ指定道路を通行する場合であっても、各国道事務
所に申請できるようにしていただきたい。

76

新規格車を保有する貨物運送事業者が一般的である一方、貨物の
積降地が国道の沿線脇にあるのはほんの僅かである。これらの特
殊車両の申請を各県に任せているのが申請件数の増加にならない
のであり、国道事務所が申請を一括して受け入れるべき。

各窓口における当許可制度に関わる具体的な運
用や問い合わせ対応等の取扱いについて、今後
とも、統一的な運用に努めてまいります。

各道路管理者はそれぞれが管理する道路を審
査しますので、国管理の道路の審査が必要のな
い申請であれば、国の窓口で受け付けることは
できないことをご理解頂きますようお願い致しま
す。
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77

道路運送車両法では基準緩和車両は軸重１１．５トン（エアサス使
用）となったが、道路法では１０トンのままで最大積載量が減トンされ
ている。ISOフル積載のコンテナは認められるようになっており、道路
法でも１１．５トンへ引き上げて欲しい。

道路運送車両法に基づく基準緩和と道路法に基
づく特殊車両通行許可の扱いに差異があるもの
ではなく、それぞれの制度において、駆動軸重１
１．５トン（エアサス使用）の車両は、ＩＳＯ規格国
際海上コンテナ用車両にのみ認められていま
す。

78
指定道路では高さ制限が３．８ｍから４．１ｍに変更になった。全長
の長さ制限も１２ｍまで引き上げて欲しい。

昭和３６年の車両制限令制定当初より、車両の
長さの一般的制限値は１２ｍとなっております。

79
海上コンテナ車両は警察の許可も同時に取らねばならない義務が
ある。警察署の許可は最大３ヶ月であり、これも同時に２年に延長す
る必要がある。

ご意見にあります警察署の許可については、警
察署長による制限外積載許可と考えられますの
で、所管である警察庁へ転送します。

80
国際海上コンテナを輸送する車両について、高規格道路自由走行
を認め願いたい。（B条件での走行を認めてもらいたい）

国際海上コンテナ用車両の寸法及び重量等は、
車両制限令の一般的制限値を超えるものである
ことから、特殊車両通行許可を必要としますが、
許可におきましては、現状でも、多くの場合、そ
の重量に関してＢ条件で通行できるような特例が
設けられております。

81

自動車重量税はトラクタの牽引能力に応じ徴収されるので、最大積
載量を積載し許可が取れるようにしてもらいたい。運輸支局が認め
る積載量は積載できるようにするか、道路にあわせた積載量に落と
すか、同じ国土交通省なので統一してほしい。

82
車検証記載とおりの積載量で運行できるよう、道路、橋の整備とあ
わせて、各関係機関との協議をお願いしたい。

83
特殊車両が通れないところを国交省から提示することで、制度を撤
廃して欲しい。

84
オンライン申請の普及・拡充など、申請者側、道路管理者側両者の
事務負担の軽減を目指していくことが、本制度の効率的な施行に資
すると考える。

引き続き、オンライン申請の普及・拡充に努めて
まいります。

85
海上コンテナは荷姿が共通のため、複数の経路に跨る共通部分に
ついては道路規制で対応し、その他の新たな経路のみを申請する
方式に変更して頂きたい。

国際海上コンテナ用車両は、車両制限令に定め
る一般的制限値を超える特殊な車両であり、
個々の申請に係る通行経路と当該車両との物理
的な関係から通行の可否を審査する必要があり
ます。

86
許可を得ないで走行する経路違反がまだまだ多いという現状の中
で、有効期間が延長されることにより更に経路違反が多くなることが
予測される。

今般の特殊車両通行許可の期間の延長は、事
業者の申請に係る負担を軽減することで、より一
層の法令遵守を図ろうとするものであることをご
理解頂きますようお願い致します。また、今後も
引き続き、特殊車両通行許可制度の周知や、違
反車両の指導取締りに努めてまいります。

車検証上の最大積載量は車両の能力として最大
限積載可能な積載量が記載されております。
一方、特殊車両通行許可制度は、それぞれの通
行経路において道路と車両との物理的な関係を
見て通行の可否を審査する趣旨のものであり、
両制度の趣旨が異なることをご理解頂きますよう
お願い致します。

６．その他制度に関する意見（１２件）
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87
法令ごとに基準が異なり、混乱しやすいため、車両運送法等の関係
法令と道路法の整合性をつけて欲しい。

車両の制限に関しては、複数の法令がそれぞれ
の目的により規定しているところであり、道路法
では道路構造の保全と交通の危険防止という他
の法令と異なる目的のための制限を設けている
ことをご理解頂きますようお願い致します。なお、
これらの法令の運用にあたっては、これまでも、
関係機関が相互に連携してきたところですが、今
後とも、引き続き、関係機関と緊密に連携してま
いります。

88
特殊車両通行許可制度等に見られる各制限は実際の社会・経済活
動に即していない面が多い。行政は事業者団体等の声を反映した
政策又は緩和措置を講じて欲しい。

今回の許可の期間の延長は、事業者団体等の
ご要望や「規制改革推進のための３か年計画（改
定）」（平成２０年３月２５日閣議決定）を踏まえた
ものです。
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